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地域密着型サービス
認知症対応型共同生活介護　
関係者各位　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
那覇市ちゃーがんじゅう課長
介護・福祉用具及び寝具等の使用料の徴収について（通知）
入居者が利用する介護・福祉用具及び寝具などの費用について、入居者に負担を求めている事例が見られました。
グループホーム入居者の場合は、認知症の状態にある方が共同で生活する場であること、福祉用具レンタルについては介護保険の適用が認められていないことから、生活を行う上で必要となる福祉用具や一般的な寝具等については、原則として、事業所の負担で準備して下さい。
（主な福祉用具の例）
・車イス・歩行器・ポータブルトイレ・認知症徘徊感知機器・手すり等
（主な寝具の例）
・特殊寝台・マットレス・布団・シーツ・枕等
■不適切な取扱い■
・事業所が福祉用具等を準備せず、入居者に福祉用具等の購入を求めること。
・事業所が福祉用具等を準備し、毎月、使用料を利用者に請求すること。
・在宅生活時に福祉用具貸与を利用していた者の入居に際し、事業所に当該福祉用具がないこと、準備ができないこと等を理由に入居を断ること。
・事業所が入居者から福祉用具等の使用料を徴収する形態でなくとも、入居者と福祉用具業者間で直接契約等を行わせるなどして、当該福祉用具等の費用を入居者に負担させること。
また、一般的な仕様の福祉用具等でなくとも計画作成担当者等による適切なア
セスメントの結果、入居者の処遇上必要であってケアプランに位置付けられる
ものについては同様の扱いとなります。
なお、以上についての取扱いは入居者が従来利用していた馴染みの福祉用具
等を持参することや入居者が自発的に希望の福祉用具等を購入して持参するこ
とを制限するものではありません。
■例外的な取扱い■
・計画作成担当者等による適切なアセスメントの結果、入居者に必要とされるよりも高機能を有する福祉用具等、特殊な福祉用具等を入居者が希望する場合。
・事業所が入居者に対して必要と判断し、福祉用具等を準備しているにもかかわらず、入居者の好みで別製品の福祉用具等の利用を希望する場合。
■その他の日常生活費にかかるＱ＆Ａ■
問1 　個人用の日用品について、「一般的に要介護者等の日常生活に最低限必　要と考えられるもの」としてはどういったものが想定されるのか。
答 　歯ブラシ、化粧品、シャンプー、タオル等の日用品であって、利用者に一律に提供されるものではなく、利用者個人又はその家族等の選択により利用されるものとして、事業者(又は施設)が提供するもの等が想定される。
問2　 個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えられるものに限られることとされているが、それ以外の個人の嗜好に基づくいわゆる「贅沢品」については、費用の徴収ができないのか。
答 　サービス提供とは関係のない費用として、徴収は可能である。
問3 　個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるものであれば、例えば病院の売店で利用者が購入する場合であってもその費用は「その他の日常生活費」に該当するのか。
答 　このような場合は、「サービス提供の一環として提供される便宜」とは言い難いので、「その他の日常生活費」に該当しない。
問4 　個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるものであれば、ある利用者の個別の希望に応じて、事業者等が当該利用者の代わりにある日用品を購入し、その購入代金を利用者に請求する場合も「その他の日常生活費」に該当するのか。
答 　個人のために単に立て替え払いするような場合は、事業者等として提供する便宜とは言えず、その費用は「その他の日常生活費」に該当しないため、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。
問5　 個人専用の家電製品の電気代は、利用者から徴収できないのか。
答 　サービス提供とは関係のない費用として、徴収は可能である。
問6 　施設にコインランドリーがある場合、その料金についても「私物の洗濯代」として「その他の日常生活費」に該当するのか。
答 　このような場合は、施設が洗濯サービスを提供しているわけではないので、その他の日常生活費には該当しない。
問7 　個人の希望に応じて事業者等が代わって購入する新聞、雑誌等の代金は、教養娯楽に係る「その他の日常生活費」に該当するか。
答 　全くの個別の希望に答える場合は事業者等として提供する便宜とは言えず、その費用は「その他の日常生活費」に該当せず、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。
問8　 事業者等が実施するクラブ活動や行事における材料費等は、「その他の日常生活費」に該当するか。
答　 事業者等が、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のうち、一般的に想定されるもの(例えば、作業療法等機能訓練の一環として行われるクラブ活動や入所者等が全員参加する定例行事)における材料費等は保険給付の対象に含まれることから別途徴収することはできないが、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のために調達し、提供する材料であって、利用者に負担させることが適当と認められるもの(例えば、習字、お花、絵画、刺繍等のクラブ活動等の材料費)に係る費用は、教養娯楽に要する費用として「その他の日常生活費」に該当する。
なお、事業者等が実施するクラブ活動や行事であっても、一般的に想定さ　れるサービスの提供の範囲を超えるもの(例えば、利用者の趣味的活動に関し事業者等が提供する材料等や、希望者を募り実施する旅行等)に係る費用については、サービス提供とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。
【参照】その他利用料についての関連通知
○通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて
（平成１２年３月３０日老企第５４条）
○「その他の日常生活費」に係るＱ＆Ａ
（平成１２年３月３１日厚生省老人保健福祉局介護保険制度施行準備室事務連絡）
○介護保険施設等におけるおむつ代に係る利用料の徴収について
（平成１２年４月１１日老振第２５号・老健第９４号）
○介護保険施設等における日常生活費等の受領について
（平成１２年１１月１６日老振第７５号・老健第１２２号）
